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学長メッセージ

産業革命以降、長年にわたり工業化の推進や生活
の利便性が優先されてきました。日本でも大気汚染
や河川の汚染などの公害問題がありましたが、特定
地域の問題とされ、局所的な対応に終わりました。し
かし、地球温暖化や急激な気候変動などに直面し、
ようやく私たちは地球そのものの持続可能性に本格
的に取り組み始めました。そして、2015年の国連サ
ミットで採択されたSustainable Development 
Goals（SDGs）により、その方向性が浸透して行っ
たといえます。SDGsに示された17の目標には「エネ
ルギーをみんなにそしてクリーンに」や「気候変動に
具体的な対策を」のように直接的に環境を扱ってい
るものが含まれます。しかし、環境の概念を広げれ
ば「海の豊かさを守ろう」や「陸の豊かさを守ろう」な
どさらに関連する目標は増えます。

環境問題は長期的な視点で取り組まなければなり
ません。一方で、継続的な取り組みを進めるには社
会のみならず、一人一人がより高い意識を持ち続け
なければなりません。これは「言うは易く行うは難し」
といえます。しかし、私たちは次の世代、さらにはそ
の先へとこの地球の環境を悪化させずに引き継いで
行く義務があります。

私たちが住む北海道も2020年3月に2050年ま
での温室効果ガス排出量実質ゼロを目指すことを
表明しました。国も2021年4月に2030年度の温室
効果ガス排出量を2013年度比で46％削減するこ
とを表明しています。

本学では2009年から環境マネジメントマニュアル
を発行し、二酸化炭素の排出量を毎年１％削減する
ことを目標とし、あわせて省エネルギーにも取り組ん
でおり、エネルギー使用量についても毎年１％の削
減を目標としています。年により変動はありますが、
ほぼ毎年、順調に削減目標をクリアーしています。そ
の他、廃棄物の削減、水使用量、コピー用紙の削減
などの取り組みも行われてきました。また、環境マネ
ジメントマニュアルをホームぺージに掲載し、環境問
題に関するポスターも掲示するなど啓蒙活動も行っ
ています。

今回新たに環境報告書を作成しますが、これは、こ
れまでの取り組みの延長線上に位置づけられるもの
です。北海道や国の取り組みと歩調をあわせながら、
本学の現状を正しく認識し、引き続き、教職員、学生
が一丸となり、より積極的に環境問題に取り組んで
行くきっかけとしたいと思います。
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報告対象

◆対象範囲：緑１団地

◆対象期間：令和２年４月～令和３年３月（２０２０年４月～２０２１年３月）

大学概要

国立大学法人小樽商科大学は、商学部（５学科）、商学研究科（２専攻）のほか、言語センター、グロー

カル戦略推進センター等の各センター、附属図書館等の組織で構成されています。

キャンパス内に延べ４０,２５０㎡の施設を有し、学生数約 ２,３５０人（学部・大学院）、教職員数約

２００人、計約 ２,５５０人が活動しています。（令和３年５月１日現在）

大 学 概 要
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基本理念・基本方針

環境保全推進体制

小樽商科大学の使命は、その優れた伝統を継承し、社会科学系国立大学として地域社会および国際社
会の付託に応える教育・研究の拠点となるとともに、現代社会の諸課題を積極的に担い、知的情報発信
の中核として社会発展の先進的役割や指導的役割を果たす品格ある人材の育成に貢献することにありま
す。
そういった役割を小樽商科大学が今後も果たしていく上で、発生させる環境への負荷や影響を低減させ

るとともに循環型社会の実現へ向けて、次のことを掲げていきます。

① 教職員や学生、大学に関わる事業者ならびに地域社会と連携、協力しながら人類共有の財産である
環境の負荷低減、持続的に発展可能な循環型社会の形成を目指します。

② 環境負荷低減や循環型社会の実現のための方針・目的・目標を定め、定期的な見直しや改善を行っ
ていきます。

③ 環境負荷等の実態を把握するためのデータ管理体制を整え、継続的に分析していきます。

④ 省資源化や省エネルギー、温室効果ガス・廃棄物の削減、グリーン購入等に努めます。

⑤ 環境報告書を公表し、環境に対する取り組みを広く一般に開示するとともに、社会との双方向のコ
ミュニケーションを図っていきます。

環境マネジメントマニュアル

本学では，２００９年３⽉に温室効果ガスの総排出量を，基準年を２００８年度とし，２０１８年度
までの１０年間で１０％削減することを⽬標とした「環境マネジメントマニュアル」を策定し，環境負

荷低減に配慮した環境改善活動を実施してきました。
２０１８年に，実施計画に対する取組状況について⾃⼰評価を実施し，目標を大幅に達成しました。

その結果を踏まえ，２０１９年度から２０２８年度までの１０年間の目標を新たに定めた「環境マネジ
メントマニュアル２０１９」を策定し，２０２８年度までに温室効果ガス排出量を２００８年度比３
５％削減するなどの⽬標を定めました。

小樽商科大学環境方針

学長

理事（施設担当）

※委員長は
施設担当理事

・施設委員会
・衛生委員会

●環境負荷の状況分析・削減
●ごみ排出量の削減
●グリーン購入
●キャンパスクリーン

事務局

環境保全推進体制として、理事
（施設担当）が委員長である施設委
員会及び衛生委員会を設け、全学的
な環境保全活動を推進するとともに、
事務局が中心となって具体的な環境
保全活動を計画・実行しています。
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トピックス

環境教育

環境保全に関する取組状況

２０２０年度に実施した構内外灯設備
改修工事において、構内の外灯を全面的
にＬＥＤへ更新することにより、更新前
と比較し、電気消費量が約６０％（３.２
Kwh）、電気料金で約２０万円の削減とな
りました。

また、本学は２００９年に策定した
「環境マネジメントマニュアル」に基づ
き積極的に省エネルギー活動に取り組ん
でおり、２０２０年度のエネルギー消費
量及びＣＯ２排出量は、それぞれ２００８
年度比３８.５％、４１.９％の削減とな
りました。

【学部】
●科目名『環境科学』（共通科目（区分：自然と環境））

本科目では、環境中で起きている現象を科学的に理解するため、化学的・生物学的見地から環境に
関する基礎的事項を学ぶ。また、物質循環に着目するとともに、社会科学的立場からも環境への負荷
低減を目指す循環型社会の形成に必要な知識を学ぶ。
●科目名『企業と社会』（専門科目（区分：商学科発展科目））

本科目では、現代社会が抱える様々な課題（環境問題、貧困、ジェンダー、経済格差、少子高齢化
による人口減少、地域活性化等）について、企業における、これらの問題を生み出す原因者としての
責任（社会的責任）と、その解決者として果たすべき役割を学ぶ。

【専門職大学院（ビジネススクール）】
●科目名『統合科目Ⅳ（戦略的CSR）』

本科目では、CSRの要素の中でも環境領域を基軸とした内容として構成し、特に自然資本経営を中
心とした環境CSRに注目して授業を進めている。グローバル化、長期化している現代の環境問題を解決
するには循環型社会経済システムを早急に構築する必要があり、企業や組織は社会に対し透明性、自
主性、継続性をもって環境マネジメントを実践し、その環境責任を果たさなければならないことから、
自然資本がどのようにビジネスに影響を与え、どのような形でCSRを経営戦略に結びつけ実行できるよ
うになるかを段階的に学ぶ。

小樽商科大学は、現代の環境問題の解決を
テーマとした授業を行っており、専門的知識のみ
ならず、広い視野と高い倫理観を身につけた、指
導的役割を果たすことのできる人材を育成してい
ます。
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施設整備

リサイクルの推進・構内美化活動

環境保全に関する取組状況

環境に配慮した施設整備を計画的に行っています。

●建物改修時に断熱材を厚化、省エネルギー性の高
い窓を採用することで建物の省エネルギー性の向上
に取り組んでいます。

●建物内の照明を計画的にＬＥＤに更新することで
省エネルギーに取り組んでいます。

リサイクルの推進や構内美化など、全学的な取り
組みを行っています。

●小樽商科大学生活協同組合の取組として、大学
会館（福利施設）にインクカートリッジの回収
ボックスを設置し、リサイクルを推進しています。

●年に１度、キャンパス全体を対象とした学内清
掃を職員と学生が参加し、全学的な構内美化に取
り組んでいます。
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エネルギー・資源削減に関する取組状況

環境負荷の削減目標

１０年間の削減⽬標 １０年間の削減⽬標

2030年度のCO2排出量削減⽬標
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2008年度

環境マネジメント
マニュアル改定

エネルギー消費量：基準年⽐▲10％
CO2排出量：基準年⽐▲10％

エネルギー消費量：基準年⽐▲33％
CO2排出量：基準年⽐▲35％

2050年カーボン
ニュートラル
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CO2排出量：基準年⽐▲51％ エネルギー消費量：基準年⽐▲40％

【基準年】
2013年度

マテリアルバランス

総エネルギー投⼊量 23,142 ＧＪ ＣＯ2排出量 1,368 ｔｰＣＯ2

・電気使⽤量 1,194 千kWh 排⽔量 4 千㎥
・ガス使⽤量 253 千㎥ ⼀般廃棄物 132 ㎥
・⽯油類使⽤量 2.4 千ﾘｯﾄﾙ 産業廃棄物 27.8 ｔ
⽔道使⽤量 4 千㎥
紙使⽤量 5.6 ｔ
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2020年度のエネルギー使用量は、新型コロナウイルスの影響により講義の多くがオンラインで実施された影響により前年度よりも
大きく減少しています。また、2020年度から新電力会社より電気を購入している影響によりCO2排出量も大きく減少しています。
本学は2009年度より省エネルギー活動に取り組んでおり、2008年度と比較して2020年度はエネルギー消費量は38.5％、CO2排出量
は41.9％減少しております。

エネルギー使用量の推移

総エネルギー使用量 温室効果ガス排出量

水道使用量 紙使用量
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（H20）
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2015年度
（H27）

2016年度
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2017年度
（H29）

2018年度
（H30）

2019年度
（H31）

2020年度
（R2）

その他 45 46 34 45 31 0 4 3 4 4 9 5 4

重油 994 963 748 736 592 511 467 469 404 45 0 0 0

ガス 115 121 230 228 259 305 319 307 378 553 529 544 580

電気 1,200 1,162 1,211 1,149 1,003 1,000 992 973 982 988 928 968 784

環境M man
基準年⽐

100.0% 97.4% 94.4% 91.7% 80.1% 77.1% 75.7% 74.4% 75.1% 67.5% 62.3% 64.4% 58.1%
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100.0% 98.1% 96.5% 97.4% 87.6% 80.7% 83.5% 75.3%

1,200 1,162 1,211 1,149 1,003 1,000 992 973 982 988 928 968 784
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ＰＣＢ廃棄物の管理

毒物及び劇物取締法に基づく毒劇物の管理

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）

産業廃棄物管理票交付等状況報告書

グリーン購入の促進

関係法令、環境規制への対応状況

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基づき、本学では「環境物
品等の調達の推進を図るための方針」を定め、公表している。可能な限り環境への負荷の少ない物品等
の調達に努めることとしており、令和２年度は目標設定を行う品目についてはすべて１００％を達成し
ています。

高濃度ＰＣＢ廃棄物 安定器３０１個

低濃度ＰＣＢ廃棄物 変圧器１台、安定器６個

ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法（PCB特別措置法）に基づき、本学
では平成２７年にすべてのＰＣＢ廃棄物の処分を完了しています。

本学における毒劇物の管理は、「毒物及び劇物取締法」その他法令に定めるもののほか、「国立大学
法人小樽商科大学毒物及び劇物取扱要項」に定めるところにより、適正に管理を行っていることを毎年
確認しています。

建設リサイクル法に該当する建設工事を行う際は受注者が法令を順守していることを確認しています。

北海道の条例に該当する産業廃棄物管理票（マニフェスト）の実績を毎年報告しています。

8



編集 小樽商科大学施設課

〒047-8501 小樽市緑３丁目５番２１号

TEL 0134-27-5229 FAX 0134-27-5233

URL https://www.otaru-uc.ac.jp/




